
報告 8 資料 

2020 年 2 月 28 日 

 

日本NPO学会の広報に関する検討結果について 

 

広報検討部会 

 

１．広報検討部会の目的および構成 

 広報検討部会（以下、部会）は、日本 NPO 学会における広報の適正かつ円滑なあり

方について検討を行うため、学会事務局に設置されたものである。設置期間は、2019 年

4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日までの 1 年間である。 

 本部会における主要な検討事項は、（1）ニューズレターの編集・発信について、（2）

学会 WEB サイトの運営について、（3）その他会員等とのコミュニケーションのあり方

について、の 3 点である。 

 本部会の委員は以下の通りである。 

・岡本 仁宏 会長 

・小田切 康彦 学会事務局長 

・石田 祐 会員 

・稲田 千紘 会員 

・粉川 一郎 会員（理事） 

・佐野 淳也 会員 

 

2．検討の経過 

本部会では、WEB 会議による委員会開催および電子メール等による意見交換等を併

用して議論をすすめた。このうち、WEB 会議の概要は以下の通りである。 

日時：2019 年 9 月 20 日（金）18:05～19:30 

場所：ZOOM を利用した WEB 会議 

  議事：1．ニューズレターについて 

     2．学会 WEB サイトについて 
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     3．会員等とのコミュニケーションについて 

 

３．広報に関する現状認識および課題について 

 （1）ニューズレターについて 

 これまで、「ニューズレター（http://janpora.org/newsletter/）」は、学会事務局にて

原稿依頼・編集等の作業がなされ、年間 2 回、冊子および電子版（PDF）の発行が行わ

れてきた。2018 年度の印刷費は約 54 万円（2 号発行分）である。しかしながら、事務

局の負担軽減ならびに発行費用削減のため、理事会より、印刷版の発行は廃止し電子版

の発行のみを行う可能性が示唆された。本部会においては、作製費用を抑制するための

アイデアや工夫、印刷コストの低い業者やサービスの探索、ニューズレターとしての発

信内容・ボリューム・頻度の再考、といった点を検討した。 

 

（2）学会WEBサイトについて 

 学会 WEB サイト（http://janpora.org/）は、学会事務局の業務として管理・更新が

行われてきた。2020 年 2 月現在、さくらインターネットのレンタルサーバーを利用（年

5466 円）、更新作業は業者に委託（委託費年間 30 万円／月に 5 回程度までの更新（更

新作業のみ））している。ただし、更新作業に一定の時間を要することや、サイトのメ

ニュー項目が増えたり、特定のページが深層に潜り込むなど、複雑化していることが課

題として認識されていた。本部会では、タイムリーかつ手軽に更新できるような方法や

ツールの探索、掲載コンテンツおよび情報のカテゴライズ方法の再確認、WEB デザイ

ンとしての方向性、といった点の検討を行った。 

 

（3）会員等とのコミュニケーションのあり方について 

 理事会において、新規会員獲得や会員間のコミュニケーションの活発化が課題として

認識されてきた。現在、会員数の減少傾向が続いているが、学会には会員獲得のための

戦略的な広報と呼べる活動はない。また、会員間のコミュニケーションを促進するツー

ルとしてメーリングリストは存在するが、ソーシャル・ネットワーキング・サービス
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（SNS）等は利用していない。本部会では、とくに学会としての SNS の活用方法につ

いて検討を行った。 

 

４．広報の方向性についての提案 

（1）ニューズレターについて 

①ニューズレターの印刷物の発行は廃止する。 

②現状のニューズレターの形式を維持するためには一定のデザイン料が必要であり、費 

用を必要としない形式での発信に変更する。すなわち、オウンドメディア（ニュース

サイト）を通じて発信する形式への変更を目指す。 

③ニュースサイトについては、既存ニューズレターの代替としての位置付けを明確にす

るため、その全体デザインについては、若干のコストをかけてでも外部デザイナーを

活用して、デザイン性を高める。同時に、掲載するコンテンツの種類（ニュース、コ

ラム、書籍紹介等、既存のニューズレターにあるもの）に合わせた記事テンプレート

についても、全体デザインに合わせた形で準備しておくことが望ましい。 

④ニュースサイトでは、現在のニューズレターと同レベルのコンテンツを発信する。例                   

えば、コラム、イベント情報、理事会・委員会動向、研究者紹介、書籍案内等、であ

る。 

⑤ニュースサイトは、定期発行ではなく、随時の発行に変更し発信の頻度を上げる。ま

た、非会員の閲覧については制限せず、むしろ、非会員にもアプローチするためのツ

ールとして捉える。ただし、会員がニューズレターを毎号冊子で受け取れると定めら

れている会員細則第 3 条 6 号および第 3 条 2 の 2 号との整合性について検討課題であ

る。 

⑥ニュースサイトは、現在契約を行っているさくらレンタルサーバー内におき（無料）、

学会事務局が管理・更新・編集等を担う。ただし、記事の更新や情報のアップデート

を、必要に応じて会員が自ら行うことができる仕様にする。 

⑦ニュースサイトは、次のようなものを想定し、年度内に正式にスタートする。 

 http://janpora.org/jn/ 
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⑧ニュースサイトは、長期的には、非営利セクターに関する情報受発信サイトとしてペ

ージビューを増やし、広告収入等を想定することも視野に入れる。 

 

（2）学会WEBサイトについて 

①デザイン、仕様については現状を維持する。ただし、学会のブランディングのために

はデザインをプロに依頼することなども検討課題となる。 

②原則として、学会の公式情報のみを発信し、上記のニュースサイトとすみ分ける。静

的な情報は WEB サイト、動的な情報はニュースサイトとする。例えば、年次大会の

参加申込情報等は WEB サイトで、年次大会実行委員会の開催情報等はニュースサイ

トで発信する。 

③蓄積されている情報が多く複雑になっているため、整理が必要である。 

 

（3）会員等とのコミュニケーションのあり方について 

①学会メーリングリストは有用であり、今後も利用を継続する。 

②会員等との新たなコミュニケーションツールとして、SNS を利用する。更新の頻度等

を踏まえると facebook の利用が望ましい。ただし、facebook は、自動的に登録者に情

報配信できる学会メーリングリストの代替にはならないため、ツールとして移行する

ことは想定しない。 

③facebook は、学会事務局が管理・更新・編集等を担う。ただし、記事の更新や情報の

アップデートを、必要に応じて会員が自ら行うことができる仕様にする。 

④上記ニュースサイトと facebook は、掲載内容を連動させる。また、年度内に利用を

開始する。 

⑤この他、年次大会以外のセミナー開催や会員が在住する地域ごとのグループ活動など、

対面でのコミュニケーション機会の創出も重要である。 

⑥理事会や学会事務局が広報を一元的に担うのではなく、会員に自主的に広報をしても

らえる仕組みづくりを目指す。 
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（4）その他 

①広報活動全般を学会事務局のみで担うと大きな負担がかかり、また原稿依頼等のネッ

トワークにも限界がある。理事会・委員会で主体的に担う、あるいは分担する体制整

備が急務である。 

以 上 


